
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

目標に対

する成果

の状況

今後、産学官が協働で行う人財育成の重点取組が策定されたことから、「信州産学官ひとづくりコンソーシアム」を設置し、取り組みを実行

していくことになった。

 概算事業費（B（A）+C）

0 1,913 2,036 0

1,652 1,652

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越

0

0

461

当初予算

□ 事業を実施しない ■ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施

概　算

人件費

0.20 0.20

0

261 384

0

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

人財育成のためのプラットフォーム「信州産学官ひとづくりコンソーシアム」において、インターンシップの拡大、人材育成プログラムの策定

などに取組んでいく。（H27：産学官連携プラットフォーム構築支援事業）

成果目標・

事業内容

461 0

Aの

財源

470 461

0 0 0 0

470

補正予算

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

県関与の必要性あり

【左記の説明、根拠法令等】

県内大学と産業界が一体となって人材育成に関する議論を行う場であり、県による設置が必要。
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施策の総合的展開

７－１　子ども一人ひとりの個性や能力を伸ばす学校教育の充実

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

産業界と大学が人材育成に関して協働協力関係を構築し、企業は大学教育に対する実践的な協力を強化、大学も社会ニーズを踏まえた

実践的な教育を強化するなど、産学官が協働して地域で必要とする人材の育成に取組む好循環が実現できる。

包括協定による産学の連携等、個々の取組は行われてきたが、社会・企業のニーズに的確に対応した大学での人材育成や、企業の大学

教育への関わりの高度化など、人材育成における大学と産業界による一層の協働が期待されている。

　２　信州に根ざし世界に通じる人材の育成 実施期間 H25 ～ H26

事業番号 02 01 04

事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名

産学官協働人財育成円卓会議事業

産学官協働人財育成円卓会議事業産学官協働人財育成円卓会議事業

産学官協働人財育成円卓会議事業

担

当

課

部局 県民文化部

県が関与

する理由

1 1 達成 ―アクションプランの策定

合計（A) 0

0

産学官が人材育成のために協働して取組んで行くアクションプランを作成する。

Ｈ26

H27

目標

H25末

（実績）

目標 成果

達成状況

470

0

（単位：千円）　

項目

実施方法

H26事業実績

長野県産学官協働人財育成円卓会議

直接

H26

H27

（当初） （決算） （当初）

成果目標の達成状況

項目

・産学官協働人財育成円卓会議の開催 （２回）

・準備委員会（ワーキング）の開催 （４回）

461 384

合計 461 384

26年度

26年度26年度

26年度 27年度


